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   附 則 

  （実施期日） 

この約款は、平成２１年１０月２６日から実施します。 

 

   附 則 

  （実施期日） 

  この改正規定は、平成２２年８月１日から実施します。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２２年１０月１日から実施します。 

（経過措置） 

２ この改正規定実施の日から平成２３年８月３１日までの間に、支払証明書の発行の請

求をし、その承諾を受けたときは、契約者は、別記７の(2)の規定にかかわらず、その請

求に係る料金表第２表（附帯サービスに関する料金等）に規定する支払証明書発行手数

料の支払いを要しません。 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２３年２月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

  この改定規定は、平成２３年４月２１日から実施します。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２３年９月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

３ この改正規定実施前にその事由が生じた電気通信サービスに関する損害賠償の取扱いにつ

いては、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２４年１月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの
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料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２４年７月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２６年４月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２７年１月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２７年７月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 削除 

３ 削除 

４ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２８年１月２４日から実施します。 

 （経過措置） 

２ 削除 

３ 削除 

４ 削除 

５ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 
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１ この改正規定は、平成２８年５月１日から実施します。 

 （附則の改正） 

２ 削除 

 （経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２８年７月１日から実施します。 

 （附則の改正） 

２ 削除 

 （経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２８年８月１０日から実施します。 

 （旧ペーパーレスＦＡＸ等提供契約の廃止等に関する経過措置） 

２ 次表の左欄に定める規定（以下この附則において「廃止規定」といいます。）につい

て、右欄に定める取扱いを行います。 

規定 取扱い 

平成２７年７月１日付附則第２項及び３

項 

「削除」に改めます。 

平成２８年１月２４日付附則第２項から

第４項まで 

「削除」に改めます。 

平成２８年５月１日付附則第２項 「削除」に改めます。 

３ 前項の場合において、この改正規定実施の際現に、前項の表の左欄の規定により締結

している次表左欄の旧ペーパーレスＦＡＸ等提供契約は、この改正規定実施の日におい

て、次表右欄のペーパーレスＦＡＸ等提供契約に移行したものとします。 

旧ペーパレスＦＡＸ等提供サービス 

 旧ファクシミリ通信送信機能 

 旧ファクシミリ通信受信機能 

 旧音声通信受信機能 

 旧ディスク容量割当機能 

 旧電子メール機能 

ペーパレスＦＡＸ等提供サービス 

 ファクシミリ通信送信機能 

 ファクシミリ通信受信機能 

 音声通信受信機能 

 ディスク容量割当機能 

 電子メール機能 

４ 当社は、前２項の規定に基づきペーパーレスＦＡＸ等提供契約に移行したペーパーレ

スＦＡＸ等提供契約者から当社が別に定める方法にて請求があったときは、前項の規定

にかかわらず、この改正規定実施の日から平成２８年８月３１日までの間に限り、なお

従前の条件にて、廃止規定中の旧ディスク容量割当機能（廃止規定に基づく記憶容量の

追加割当ての取扱いがあったときはその追加割当てに係るものを含みます。）の提供を

継続する取扱いを行います。 

  ただし、当該ペーパーレスＦＡＸ等提供契約者から当該取扱いを終了する旨の申出が
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あった場合は、この限りでありません。 

５ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２９年１月１日から実施します。 

 （附則の改正） 

２ 平成２８年７月１日から実施の附則第２項ついて、「削除」に改めます。 

 （経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成２９年７月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

この改正規定は、平成２９年１２月１５日から実施します。 

 

   附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、平成３０年１月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い、又は支払わなければならなかった電気通信サービスの

料金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附 則 

 （実施期日） 

 この改正規定は、令和元年５月２２日から実施します。 

 

附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、令和元年７月１日から実施します。 

 （料金等の支払いに関する経過措置） 

２ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 

附 則 

 （実施期日） 
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 この改正規定は、令和２年１月１日から実施します。 

 

附 則 

 （実施期日） 

 この改正規定は、令和２年４月１日から実施します。 

 

附 則 

 （実施期日） 

 この改正規定は、令和３年４月１日から実施します。 

 

附 則 

 （実施期日） 

１ この改正規定は、令和４年６月１日から実施します。 

 （経過措置） 

２ この改正規定実施の際現に、この改正規定による改正前の約款の規定により締結して

いるペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに係るペーパーレスＦＡＸ等提供サービス契約は、

この改正規定実施実施の日に旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに係る旧ペーパーレスＦ

ＡＸ等提供サービス契約に移行したものとし、旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに関す

る提供条件（用語の定義を含みます。）は、次に掲げるもののほか、なお従前のとおりとし

ます。 

（１）旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに関する料金 

ア 基本利用料 

  （ア） 適用 

 区   分 内             容 

(1) 旧ペーパーレスＦＡ

Ｘ等提供サービスに係

る基本利用料の適用 

旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに係る基本利用料は

、１のユーザＩＤごとに適用します。 

 

  （イ） 料金額 

定額利用料                      １ユーザＩＤごとに月額 

区      分 料 金 額 

（税抜価格（税込価格）） 

基本利用料 ９５０円

（１，０４５円）

 

 イ 通信利用料 

  （ア） 適用 

区   分 内             容 

(1) 旧ペーパーレ

スＦＡＸ等提供

サービスに係る

通信量の測定 

旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに係る通信量は、ファクシ

ミリ送信機能により送信する画像データの画像シート（画像デ

ータを紙面等に出力した場合のその紙面等をいいます。以下同

じとします。）の枚数により測定します。 

 ただし、そのファクシミリ通信が正常に終了しなかったときは

測定の対象外とします。 
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(2) 当社の機器の

故障等により正

しく算定するこ

とができなかっ

た場合の通信利

用料の取扱い 

当社の機器の故障等により正しく算定することができなかった場

合の通信利用料は、次のとおりとします。 

ア 過去１年間の実績を把握することができる場合 

  当社の機器の故障等により正しく算定することができなかっ

た日の初日（初日が確定できないときにあっては、種々の事情

を総合的に判断して当社の機器の故障等があったと認められる

日）が属する料金月の前12料金月の各料金月における１日平均

の通信利用料が最低となる値に、算定できなかった期間の日数

を乗じて得た額 

イ ア以外の場合 

  把握可能な実績に基づいて当社が別に定める方法により算出

した１日平均の通信利用料が最低となる値に、算定できなかっ

た期間の日数を乗じて得た額 

（注）イの「当社が別に定める方法」は、原則として、次のとお

りとします。 

（ア）過去２か月以上の実績を把握することができる場合 

   機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる各料金月における１日平均の利用料が

最低となる値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た

額 

（イ）過去２か月間の実績を把握することができない場合 

   機器の故障等により正しく算定することができなかった日

前の実績が把握できる期間における１日平均の利用料又は故

障等の回復後の７日間における１日平均の利用料のうち低い

ものの値に、算定できなかった期間の日数を乗じて得た額 

(3) 通信利用料の

特別取扱い 

契約者は、次の通信について、（イ）の規定にかかわらず、通信

利用料の支払いを要しません。 

（ア）特定装置から旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービスに係る

業務の遂行のため当社が旧ペーパーレスＦＡＸ等提供サービ

ス取扱所等に設置している電気通信設備であって、当社が指

定したものへの通信 

（イ）特定装置から当社が指定を受けた電気通信番号（番号

規則別表第６号に規定するものに限ります。）に係る電

気通信回線への通信 

 

  （イ） 料金額 

送信する画像シート１枚ごとに 

区     分 料 金 額 

（税抜価格（税込価格）） 

通信利用料 １５円

（１６．５円）

（２） 附帯サービスに関する料金等 

 ア 支払証明書の発行手数料 

  （ア） 適用 
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区     分 内           容 

支払証明書の発行手数

料の適用 

契約者は、（イ）（料金額）の規定にかかわらず、当社が

別に定める頻度又は態様等により支払証明書の発行の請求

を行った場合を除き、支払証明書発行手数料の支払いを要

しません。 

 

（イ） 料金額 

区     分 単     位 

料 金 額 

（税抜価格 

（税込価格）） 

支払証明書発行手数料 支払証明書の発行１回ごとに ４００円

（４４０円）

（注）支払証明書の発行を受けようとするときは、上記手数料のほか、印紙代及び郵送料が必

要な場合があります。 

 （料金等の支払いに関する経過措置） 

３ この改正規定実施前に支払い又は支払わなければならなかった電気通信サービスの料

金その他の債務については、なお従前のとおりとします。 

 


